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平成 28 年度 厚生労働行政推進調査事業費補助金 

（障害者政策総合研究事業（精神障害分野）） 

分担研究報告書 

精神科医療における医療安全に関する研究  

 

分担研究者 橋本喜次郎 国立病院機構 肥前精神医療センター副院長 

研究要旨 

 精神科病院内における暴力関連の問題は、これまで正面から対応されて来なかった経緯があ

る。しかしながら、精神科病院のみならず医療全般に於いて、安心・安全の医療環境を確保す

る必要性が高まっている実態が報告されて来ている。すなわち、暴力を未然に予測してこれら

を防ぐ教育研修、そうした技術を有した人材の養成に取組むことが不可欠になっている。従っ

て、この点で唯一の実績を有す、包括的暴力防止プログラム（以下 CVPPP）を中心に、精神

科病院等に勤務する幅広い職種を対象として当該プログラムの基本的理念と技術の普及（課題

I）を図り、併せてその有効性の検証（課題Ⅱ）と一般診療科への応用（課題Ⅲ）を探った。 

 初年度は以下の 3 課題を始めた。 

Ⅰ.厚労省公募事業 平成 28 年度精神科医療体制確保研修（精神科病院における安心・安全な

医療を提供するための研修）に、国立病院機構（以下 NHO）と日本精神科病院協会（以下日

精協）の両団体が応募し、NHO は CVPPP の理念と基本技術を普及させる導入 1 日研修を新

設し、3 ヶ所（東京 函館 名古屋）、日精協は（東京 福岡）で開催した。アンケート法に

よって、受講前後の安心・安全に関わる主観的変化等を調査し、研修ニーズや普及の在り方を

調査研究した。 

Ⅱ. CVPPP の有用性・有効性を検証：導入 1 日研修を 4 病院の職員に行い、各対象病棟にお

けるその受講前後の安全安心に対する職員の変化、暴力の件数、行動制限の変化等の調査を開

始した。全ての質問調査項目で肯定的な変化が有意に認められた。 

Ⅲ. CVPPP の一般科への適用を探る検証：一般医療と精神医療の医療安全で求められるもの

の異同を文献精査し検討した。 

Ⅳ.  昨年 11 月に参議院厚生労働委員会で、身体拘束の増加要因を問われ、厚生労働省から

平成 11 年と同等の調査を平成 29 年 6 月に行うと表明された。これを受け、精神科医療にお

ける身体拘束と隔離の実態、及び近年の増加要因を調査する必要が生じ、「精神病床における

隔離・拘束に関する大規模調査ワーキンググループ」を設置し，2 回の WG 会議を開催し調

査内容および隔離・身体的拘束の増加要因の仮説を検討した。 
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研究協力者  

大迫充江 国立精神神経センター病院師長  

北野進 都立松沢病院師長  

鮫島隆晃 日本精神科病院協会看護コメディ

カル委員会委員 鮫島病院院長  

下里誠二 信州大学医学部保健学科広域看護

学講座精神看護学教授  

田中洋 日本精神科病院協会看護コメディカル

委員会委員 田中病院院  

西谷博則 国立病院機構榊原病院看護部長  

牧野英之 同病院看護師  

中川光幸 肥前精神医療センター医療観察法

病棟師長  

松尾  康志 同副師長 益田和利 同副師長

山崎京子 肥前精神医療センター地域医療連

携マネージャー   

主要課題 I. 
A．研究目的  

「医療観察病棟を有する病院を中心に普及

してきた CVPPP の理念と技術」を踏まえた、

安心安全な医療を提供できる知識や技術を

習得し、暴力を未然に防ぎ得る人材養成の

あり方とその普及法について検討すること

を目的とする。 

 

B．研究方法  

 厚労省の「平成 28 年度精神科医療体制確

保研修（精神科病院における安心・安全な

医療を提供するための研修）」に、日本精神

病院協会と国立病院機構の両団体で応募し、

2 団体が協力して事業を展開した。CVPPP

の理念と技術を踏まえた 1 日研修プログラ

ムを新設し、初年度は全国 5 ヶ所の会場で

開催した。 

１．対象者  

職種で限定せず広く精神科病院その他に

勤務する医療従事者  

２．調査様式  

 導入 1 日研修受講前後に、自記式アンケ

ート調査法を行った。  

C．結果  

１．日精協主催（東京・福岡）  

主要な結果を掲載する。  

１）暴力を受けた経験について 

 
 あると答えた受講者は 80.4%と高率であった。 

２）暴力に対する恐怖 

 

72.6%の受講者が恐怖を感じた経験がある。 

３）講習を終えての効力感について 

攻撃的な患者に対して落ち着いて対応できると

回答した受講者は、ある程度思う 59.2%、とても

思う 8.2%、少しは思うの 32.2% を合わせる

99.6%であった。 

 
 研修前よりも暴力に対応できるかという問い

には、とても思う 9.4%、ある程度思う 48.2%、少

しは思う 40.8%で、これらを合わせると 97.6％が

研修の効果を感じている。 

４）暴力への対応の専門職の必要性に 

 とても思うが 60%、ある程度思うが 34.9%、少

しは思うが 5.1%。 

５）職務上で暴⼒を受けたことがありますか
⼒数 構成割合

 ある 205 80.4%
 ない 45 17.6%
 無回答 5 2.0%
 計 255 100.0%

⑤今⼒の研修を受けて、研修前よりも患者様からの暴⼒に対応対できると思いますか
⼒数 構成割合

 全然思わない 4 1.6%
 少しは思う 104 40.8%
 ある程度思う 123 48.2%
 とても思う 24 9.4%
 無回答 0 0.0%
 計 255 100.0%

全然思わ
ない
1.6%

少しは思う
40.8%

ある程度思
う

48.2%

とても思う
9.4%

無回答
0.0%
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2.NHO 主催（東京 函館 名古屋）  

別途報告  

D．考察と課題  

 会場がアクセスと収容数に重きをおい

ていた為、CVPPP のデモンストレーショ

ンを行うのに十分なスペースが確保できな

かった。CVPPP の啓蒙という意味では役

割を果たせていると考えるが、その実践的

効果について体験することが不十分となっ

た感がある。今の CVPPP 研修との兼ね合

いを含め、熟考の余地があると考える。  

 研修内容については、研修施行の決定か

ら実行までの期間が短く、十分にブラッシ

ュアップするに至らなかった為、次年度か

らはさらに内容に対する検討を行いたい。  

 
主要課題Ⅱ .   

「CVPPP の有用性・有効性を検証」  

A．研究の背景と目的  

 CVPPP はこれまでに 7000 名以上の受講者

を産んでいる実績があり、一定の評価を医

療従事者から得ていることは間違いない。

しかしながら、暴力の予測、回避、対応、

治療的介入などの理念と技術を包含したこ

の研修が「真に安全･安心の医療環境を確保

し得る」というエビデンスは未だ明らかで

は無い。そこで初年度は、CVPPP 導入 1 日

研修を 4 病院の職員に行い、その有用性・

有効性を検証することを目的とする。 

Ｂ．研究方法 

①4 日間で構成される CVPPP 研修のエッセ

ンスを１日に短縮した導入研修を新設する。

その受講前後での、個人ならびに所属病棟

での安全･安心に関わる項目を追跡評価し

て、1 日研修の有用性を評価する。 

②さらに①の参加者が、引き続き 4 日間の

研修へ参加することによって、所属病棟の

安全･安心に関わる項目が強化されるか否

かを検証する。初年度は、①を行った。 

1．調査対象者 

2016 年 12 月 15 日から 2017 年 1 月 15 日

までの 1 ヶ月の期間において、研究参加の

協力が得られた 4 施設の医療従事者を対象

とした。  

2. データ収集方法 

１） 対象者と調査方法 

CVPPP 導入 1 日研修を受講し、研究参加

の承諾がとれた 4 施設の医療従事者に対し

て、受講前後に安心・安全に関する自記式

質問紙調査票を用いて実施した。  

２） 調査期間 

調査期間は 2016 年 12 月 15 日～2017 年 1

月 15 日の間の約 1 か月間である。 

３） 調査内容 

独自に作成した自記式質問紙調査票を用

いた。調査項目は、基本情報（年齢、性別、

職種、職業経験年数）、CVPPP の受講経験、

参加前の過去 1 ヶ月の身体的暴力と言語的

暴力の回数、CVPPP 職場導入による職場の

安心安全度について 2 件法で聞いた。次に

安全と安心の程度については、職場での暴

力対応への主観的度合いを 5 件法で聞いた。

5 件法で回答した合計得点が高いほど安全、

安心と感じる。暴力に対応する自信度につ

いても全くないからかなりあるまで 5 件法

で聞いた。 

3．  分析方法 

受講前後の比較を、Wilcoxon の順位和検

定を用いて分析を行い、検定には SPSS 

Statistics23 を用いた。 

4．  倫理的配慮 

本研究は無記名の調査で個人情報を扱わない。

また、任意自由参加であること、辞退しても不利

⑨精神科病棟において、この様な研修を受けた専⼒職が必要だと思いますか
⼒数 構成割合

 全然思わない 0 0.0%
 少しは思う 13 5.1%
 ある程度思う 89 34.9%
 とても思う 153 60.0%
 無回答 0 0.0%
 計 255 100.0%

全然思わ
ない
0.0%

少しは思う
5.1%

ある程度思
う

34.9%
とても思う

60.0%

無回答
0.0%
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益のないこと、調査票の記載の所要時間は 5～10

分程度であり心理的苦痛は伴わないことなど書

面を用いながら口頭にて説明した。本研究の対象

者に対しての同意は質問紙で説明し自記式質問

紙調査票への回答をもって同意とみなした。デー

タ処理は回収後外部とつながらないコンピュー

タで統計的に行った。 

Ｃ／Ｄ．結果および考察 

今回、185 名の自記式質問紙調査票の回

答が得られた。分析対象を表１に示す。

CVPPP の受講経験については、全ての対象

者に受講経験はなかった。 

 

 

 

１）受講前後による暴力対応への安全・安

心感について 

 比較した結果を表 3 およびグラフ 1 に示

す。受講前後の比較において P 値に有意差

が認められた。導入 1 日研修を受講するこ

とで、暴力対応時において安全感を増した。

暴力対応への安心感に於いても、受講前後

の比較で P 値に有意差が認められた。安全

感と同様に、受講後暴力対応時においても

安心感の増す結果となった。これらから、

受講した医療者は、患者ケア時における暴

力リスクへの安心感・安全感を増しており、

暴力リスクが高いケア時においても、以前

よりも安全・安心感を持ってケアを実践し

得ることが示唆された。 

職場の安心・安全感についての結果を表 3

およびグラフ 1 に示す。この項目でも受講

前後で、P 値が 0.000 と有意差が認められ、

暴力に対応する場面においても患者、医療

従事者双方にとって、より安全・安心感を

持ってケアを行なうことが示唆された。 

 

グラフ.1 受講前後での暴力対応への安心感、安

全感および CVPPP 導入することでの職場の安

全・安心感の比較 

 

２） CVPPP 導入による職場での安心・安

全感について 

３）  受講前後で、暴力リスクが高い状

況において、ケアを実践する自信度を

比較した結果を表 4 およびグラフ 2 に

示す。８つの調査項目は 

「攻撃的な利用者に落ち着いて対応できる」 

「利用者の攻撃に対して身体介入ができる」 

「利用者の攻撃に対して対応に自信がある」 

「利用者の攻撃に対して心理学的介入ができる」 

「攻撃的な利用者を前にして安全だと感じる」 

「利用者の攻撃に対し効果的な技術を持つ」 

「利用者の攻撃性に対してニードを満たせる」 

「利用者さんからの攻撃に対して防御できる」 

 受講前後の比較において P 値が 0.000 と

全ての調査項目において有意差が認められ



 6

た。これは、暴力対応時の安全・安心感と

同様に、ケア実践への自信を増している。

特に着目できる項目として、「利用者さん

への攻撃に対して効果的な技術を持ってい

る」項目では受講前平均値が 1.94 と最低値

であったが、受講後平均値が 3.67 と大きく

上昇した。これは研修を受講することで、

暴力対応の際もケアを提供することへの自

信に繋がり、その自信がリスクの高い場面

でも、安心感を有したケアの実践につなが

るのではないかと考えられる。 

 

グラフ.2 研修前後での暴力対応場面時の

ケア実践の自信度 

 

 

Ｅ．結論 

１）研修を受講することで、暴力対応場面

でも、医療従事者は安全・安心感を持って

患者ケアを実践することに繋がり得る。 

２）研修を受講することによって、自信を

持つことに繋がり、その自信は暴力リスク

が高い場面においても、患者ケア時により

安心感を持ち、安全なケア実践に繋がる。 

・研究の限界と課題 

 今回は研究対象を CVPPP 研修の入門研修

である１日研修での安全感・安心感に関す

る調査を行なった。しかし本来は、CVPPP

は 4 日間のプログラムなので、本研究対象

者が引き続き CVPPP 研修を受講した結果と

今回の調査結果を比較検討して考察するこ

とが課題となる。 

補足･･･ 

一日研修前後での攻撃性に対する態度の変化  

 

受講前後で、「患者の攻撃性への態度」が、ポ

ジティブに変化した結果が得られた。これは、研

修で理論的な背景や対処法を学ぶことにより、

『暴力に及ばざるを得なかった患者の中にある

思い』への気づきが教育効果となったと考えられ

る。  

主要課題Ⅲ .   

「CVPPP の一般科への適用を探る研究」  

A.研究目的  

一般科の暴力等実態において CVPPP の

理論や技術を活かせるかを検討する。  

B．研究対象  

一般科病院の院内暴力対策の文献解析  

C.研究結果  

36 編の文献からカテゴリー化した。  

「高齢・慢性化」「様々な内容の暴力」「管理課

題の遷延」「低下した組織風土」の４つである。。 

D．考察  

１．実態  

 高齢化や精神疾患関連に基づく暴力報告

はあるが、実態として多いのはクレーマー

をはじめとするケース群である。マニュア

ル通りの対応が難しい状況があり、CVPPP

を活かす点では、「暴力への考え方」「対峙

する際の意識」を向上させる目的で、理論

編の講義は知識や意識に良い効果を与えら

れるのではないかと考える。  

２．対策  

リスクアセスメントをはじめとする段階

的ディエスカレーションなどの講義と簡単
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な演習は十分活かせることが可能と考えら

れる。  

３．課題  

 予防・防止という点が重要である。  

CVPPP の一般科対象の特別 1 日研修を新

たに新設するニーズは非常に高く十分評価

されるのではないかと考える。  

E．結論  

CVPPP は精神科医療がメインであり、

暴力に対し「ケアを行う」という視点で、

安全な治療環境を提供するという基本的概

念は不動であり、一般科のマネジメントに

関連する暴力対応とは相違するところがあ

る。しかし、医療者として、院内で発生し

ている暴力の予防、防止するという考えと

技術は必要不可欠であると考える。考察で

も述べたように、一般科用の CVPPP1 日研

修を新設しまずは実施する。そして課題を

修正していく作業を続けていくことで、さ

らに洗練された一般科用 CVPPP1 日研修

がしっかりと提供されることになると考え

る。  

 

主要課題Ⅳ . 
平成 25 年精神保健福祉資料で精神科入院

患者の身体拘束数が、10 年前と比べて約 2

倍に増加したと、昨年報道された。これを

受けて、昨年 11 月に参議院厚生労働委員

会で、身体拘束の増加要因を問われ、厚生

労働省から平成 11 年と同等の調査を平成

29 年 6 月に行うと表明された。これを受け、

精神科医療における身体拘束と隔離の実態、

及び近年の増加要因を調査する必要が生じ

た。  

平成 11 年に隔離拘束の大規模実態調査が

厚生労働科学研究 (研究代表者 :浅井邦彦 )

で行われて以降、630 調査では隔離拘束数

は毎年把握されているが、疾患・年代・理

由等の要因別の数値は把握できていない。

また平成 11 年調査を契機に行われた行動

制限最小化委員会の設置等の措置の効果を

はじめ、医療安全意識の高まり・急性期医

療の充実・高齢化等の精神医療を取り巻く

環境変化の隔離拘束数への影響も不明であ

る。  

そこで精神科医療提供体制の機能強化を推

進する政策研究 (山之内班 )において、「精神

科医療における医療安全に関する研究：E

班」内に「精神病床における隔離・拘束に

関する大規模調査ワーキンググループ」を

設置し，2 回の WG 会議を開催し調査内容

および隔離・身体的拘束の増加要因の仮説

を検討した。そこで確定した調査内容と方

法をもって倫理審査を肥前精神医療センタ

ーにて受審し、承認された。また WG 会議

では，隔離・身体的拘束の増加要因の仮説

として表の 3 つがあげられた。その 3 つの

仮説を検証するために表の右列に示したよ

うな調査内容を設定した。  

今後のスケジュールは，2017 年 4 月から 5

月に、日本精神科病院協会に所属する 2 病

院、国立病院機構に所属する 2 病院、全国

自治体病院協議会に所属する 2 病院の計 6

病院を対象にパイロット調査を実施し，調

査方法と内容を確定させる。その上で 2017

年 6 月 30 日までに本調査を実施する。  

 

＜精神科医療における医療安全に関する研

究全般に対して＞  

F.健康危険情報  

なし  

G.研究発表  

1.論文発表 なし  

2.学会発表 なし  

H. 知的財産権の出願・登録状況  

1.特許取得 なし  

2.実用新案登録 なし  

3.その他 なし  


